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超絲齢社会の公共住宅団地をどう改善するか

平山洋介［ひらやまようすけ］

神戸大学大学院人閻発達環境学研究科教授

戦後、盛んに開発されてきた公共住宅団地では、

いま、入居者の高齢・単身化が急速に進んでいる。

社会の安定を下支えする貴重な資源としての公共住宅ストックを、

超高齢社会にあって、どのように維持・改善すべきか。

公共住宅の役割を再考し、そのあり方、新たな方向性を展望する。

1 社会資源としての公共住宅ストック

戦後住宅政策の中心手段の一つは、公共住

宅団地の開発であった。高度成長期に多くの

若い人たちが農村から都市に移り住んだ。公

共住宅は、その受け皿となった。地方公共団

体は、 1951年制定の公営住宅法にもとづき、

低所得者のために、低家賃の公営住宅を建設

した。日本住宅公団は 1955年に発足し、お

もに大都市圏の中間層に向けて、賃貸・分譲

の集合住宅を建造した。加えて、地方公共団

体のもとに設置されていた住宅公社、住宅協

会などは、 1965年制定の地方住宅供給公社

法のもとで、住宅供給公社に転換し、賃貸．

分譲団地をつくった。都市が拡大し、団地が

つぎつぎと開発され、そこに若い人口が大量

に流れ込む様相は、高度成長の時代を象徴し

た。

さらに政府は、膨大な住宅需要に対応する

ために、ニュータウン建設を促進した。新住

宅市街地開発法（新住法）は 1963年に創設

され、住宅団地に加え、道路、公園、学校、

病院、商業施設などの整備をともなうニュー

タウン開発を支えた。同法にもとづき、地方

公共団体などが建造したニュータウンは、全

国で46カ所に及んだ。

公共住宅団地に、いま、裔齢単身者が増え

ている。日本は、すでに超高齢の段階に入っ

た。国勢調査の2015年の結果は、 65歳以上

人口が26.6%におよぶことを明らかにした。

この数字は、 21世紀半ばに 4割近くにまで

上がると予想されている。後述のように、団

地コミュニティでは、焉齢・単身化が急速で

ある。開発当初、入居した人たちは、概して

均質で、たいていの場合、若い核家族をつく

っていた。多くの子どもたちが団地で育ち、

小中学校・高校に通い、卒業し、若者となっ

て、大学入学・就職・結婚をきっかけに転出

していった。団地に残った親たちは、しだい

に加齢する。住人の多くが同じ年齢層に属し
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ているため、高齢化はいっきょに進んだ。高

齢になった夫婦のみの世帯は、片方の死去に

よって、単身化する。

では、超高齢社会の公共住宅団地をどのよ

うに維持し、改善すべきか。公共住宅ストッ

クは、社会安定をいわば下支えする貴重な資

源である。そのあり方を入居者の高齢・単身

化との関連で検討することが、ここでの関心

事である。超高齢社会の団地は、人口が若

く、経済に勢いがあった時代の団地とは、お

のずから異なる役割と位置づけをもつ。高

齢・単身化がさらに進む社会のなかで、公共

住宅の役割を再考し、新たな方向性を設定す

る必要が高まっている。

2公共住宅政策の変遷

戦後日本の政府は、住宅政策の立案と実践

に関し、中間層の持ち家取得に対する支援を

重視した（平山、 2009)。住宅金融公庫は

1950年に創設され、持ち家を建築・購入す

る多数の世帯に低利の住宅ローンを供給し

た。多くの人たちは、賃貸住宅から持ち家

へ、マンションから一戸建て住宅へ、小さな

住宅から大きな住宅へと住まいの「はしご」

を登った。高度成長期の公営・公団・公社な

どの賃貸団地は、「はしご」の初期段階を構

成し、若い世帯が持ち家を得るまでの一時的

な住まいを提供すると想定された。

低成長期に入った 1970年代初頭から、政

府は、住宅金融公庫のローン供給を拡大し、

住宅政策を持ち家促進にいっそう傾けた。公

営住宅、公団賃貸住宅の着工戸数は、 1960

年代までは、増えていたのに対し、 70年代

以降、ほぼ一貫して減り続けた。ドルショッ

ク (1971年）、オイルショック (1973年）、
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ブレトンウッズ体制の崩壊 (1973年）など

の立て続けに発生した経済危機は、高度成長

を終わらせた。政府が持ち家建設を推進する

方針をとったのは、低成長期の経済を刺激

し、景況を回復するためであった。オイルシ

ョックの翌年に公庫融資の供給が拡大し、そ

れ以来、第二次オイルショック (1979年）、

プラザ合意 (1985年）、バブル経済の破綻

(1990年代初頭）などによって景気が悪化す

るたびに住宅建設を増大させるという政策パ

ターンが定着した。

これに加え、自民党政権は、政治上の理由

から住宅政策を持ち家一辺倒に変化させた。

高度成長期の都市・経済の拡大は、物価の高

騰、劣悪な住宅事情、公害の拡大などをとも

ない、 1960年代後半から 70年代半ばにかけ

て、日本社会党、日本共産党の一方または両

方を基盤とする多くの「革新自治体」を生み

だした。この文脈のなかで、住宅不動産を所

有する“有産階級”を増やし、保守政治を安

定させようとする点に、持ち家促進の意図が

あった。戦後住宅政策の展開において、自民

党は住宅金融公庫の役割を重視し、社会党は

公営住宅制度の充実を求めた。社会党が

1957年、 1969年に提出した公営住宅法の改

正案は、国庫補助率の引き上げなどを骨子と

していた（平山、 1988)。自民党からすれば、

“無産階級”のための公共賃貸住宅の供給は、

革新政党の支持者を増やすだけであった。

政府は、 1990年代半ばから、住宅政策を

大胆に縮小し、その市場化を推し進めた

(Hirayama and Ronald, 2007)。住宅政策の

中心を担った住宅金融公庫は、 2007年に廃

止された。銀行セクターは、住宅ローンの巨

大な市場を手に入れ、持ち家融資を拡大し

た。住宅公団は、 1981年に住宅・都市整備
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図 1 公営住宅世帯と UR・公社借家世帯の転出率
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注： 1)公営住宅世帯及びUR・ 公社借家世帯のそれぞれについて、期間開始前年 10月1日時点の世帯

数に対する、期間中に転出した世帯数の割合を図示。

2) UR (都市再生機構）は都市基盤整備公団などの後継機関。

資料）『住宅統計調査報告』『住宅・土地統計調究報告』より作成。

公団、 99年に都市基盤整備公団に再綱され、

2004年には都市再生機構 (UR) に転換し

た。その家賃は、公的住宅の家賃であるにも

かかわらず、 1999年から市場家賃となった。

新しい URは、住宅事業を大幅に減らした。

公営住宅の新規建設はほとんど停止し、さら

に、ストックが縮小しはじめ、管理戸数は

2005年に減少に転じた。住宅政策のあり方

は、住宅所有形態の構成に反映した。住宅・

土地統計調査の 2013年の結果によると、持

ち家が最も多く、全住宅戸数の 61.7%にお

よぶ。これに比べ、公営住宅は 3.8%と少な

く、 UR・公社の賃貸住宅は 1.6%にすぎな

し'o

3増える高齢単身者

公共賃貸セクターでは、新しい住宅が増え

ず、古いストックの割合が高まった。そこか

ら転出する世帯はしだいに減った。入居者は

着実に高齢・単身化し、コミュニティの構成

は変わった。公共住宅団地は、住まいの「は

しご」から離脱し、孤立した領域を形成しは

じめた。

公営住宅と UR・ 公社借家に関し、過去約

5年間に転出した世帯の割合をみる（図 1)。

その値は、公営住宅では、 1979--------83年に

33.0%であったのに対し、 1989--------93年に

24.7%に減少し、 2009--------13年には 16.1%ま

で下がった。 UR・公社借家での転出世帯率

は公営住宅のそれより高い値を示す一方、し

だいに下がった点では公営住宅と同様で、

1979--------83年では 60.2%、1989--------93年では

46.8%、2009--------13年では 20.9%と変化した。

この数値は、 1999年--------03年では 54.9%に上

昇するという不規則な動きをみせ、その理由

超高齢社会の公共住宅団地をどう改善するか I71 



図2 住宅所有形態別 65歳以上単身世帯率
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資料）『住宅統計調査報告』『住宅• 土地統計調在報告』より作成。

は不明であるが、現URの当時の組織転換と

市場家賃導入に関係している可能性がある。

転出世帯率に関する公営と UR・公社の差

は、徐々に狭まった。公共賃貸セクターの全

体で、「はしご」を登るために転出する世帯

は減少し、入居者が入れ替わる確率が下がっ

た。公営 ・UR・ 公社住宅の新規建設はほと

んど止まったことから、その供給の大半は、

空き家利用にもとづく。しかし、転出率の低

下は、空き家発生の減少を意味した。

次に、高齢単身世帯 (65歳以上）の割合

をみると、 1978年では、公営住宅と UR・公

社借家ともに、その他住宅（公営 ・UR・ 公

社借家以外の住宅）より低かったのに比べ、

公営では 83年、 UR・公社では 98年にその

他住宅を上回った（図 2)。公共賃貸セクタ

ーでは、他のセクターに比べ、入居者の高

齢・単身化が速い。公営住宅、 UR・公社借

家における 2013年の高齢単身世帯率は、そ

れぞれ26.2%、22.0%となった。ここで示し
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は22.5%に達し、 7カ所で

20%を超えた (2017年 12

月3日付朝日新聞朝刊）。

続いて、低収入世帯（年収300万円未満）

の比率をみると、 1978年からバブル直後の

93年にかけて下がったのに対し、それ以降

では、上がり続けている（図 3)。収入の低

い世帯は、公営住宅で多く、 1993年の 48.0

％から 2013年の 77.5%に増加した。 UR・

公社借家の低収入世帯率は、 1998年までは、

その他住宅より低かったのに対し、 2003年

に逆転し、 13年では、 UR・公社で49.1%、

その他で 36.7%となった。公共賃貸セクタ

ーでは、転出世帯の収入は、長く住み続ける

世帯より高い。転出世帯率の低下は、コミュ

ニティの低収入化を反映・促進した。入居世

帯の高齢・単身化もまた、低所得化をともな

った。

4プライバシーから孤立へ
公共住宅団地に住む人たちは、高齢・単身

化によって、孤立するリスクをもつ。社会関



図3 年収300万円未満世帯率
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資料）『住宅統計調査報告』『住宅・土地統計調査報告』より作成。

係からの断絶は、経済上の困窮、健康維持の

困難、生活情報の不足、疎外感と抑うつ気分

などをしばしばもたらし、人間の尊厳さえ傷

つける。人間が一人では生きていけないとい

うのは、ほとんど真理であるように思われ

る。超高齢社会の住宅地では、孤立化の防止

は、とくに切実な課題になる。

団地やニュータウンの開発は、近代以降に

発展した独特の住宅・都市設計理論にもとづ

いている。その空間のあり方が孤立の原因と

なった。住宅設計の理論と実践は、核家族を

標準とみなし、そのプライバシーの確保をと

くに重視した。人間は、生きていくために、

他者と触れあい、おしゃべりを楽しむ、とい

った関係を必要とする。この人間交流の関係

は、それぞれの世帯を単位とし、その範囲内

で生成し、完結すると想定された。世帯の内

側での夫婦・親子関係の形成とそのプライバ

シーが大切にされ、他の世帯との関係をどの

ようにつくるのかはほとんど問われなかっ

た。核家族向けの密閉度の高い住宅のなかに

高齢化していく人たちが住み、世帯内に話し

相手がいなくなってしまえば、プライバシー

重視の空間は、孤立促進の装置と化す。住宅

設計の近代理論は、戦時中から高度成長期に

かけて、多くの人びとが家族をつくった時代

に構築され、定着した。この理論と超高齢社

会の不整合から孤立が増えている。

自宅に閉じこもる高齢者が増加した。高度

成長期から 1980年代に建設された集合住宅

団地では、エレベーターを備えない階段室型

の5階建て住棟が多い。この最上階に住む高

齢者は、階段の昇降に困難を来し、自宅から

だんだん出なくなる。ニュータウンの多く

は、一戸建て住宅の団地をもつ。そこでは、

大きな住宅に高齢者がひっそりと独居し、そ

の外出頻度が減少するケースが増えた。家の

なかの様子は、外からではわからない。丘陵

超高齢社会の公共住宅団地をどう改善するか I73 



図4 建築年、エレベーターの有無別 5階建て非木造共同住宅戸数 (2013年）
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資料）平成 25 年住宅• 土地統計調介より作成。

地を開発したプロジェクトでは、坂道が多

く、それが高齢者の外出をさらに妨げる要因

になった。

住宅・土地統計調査 (2013年）によると、

1960年代、 70年代、 80年代に建てられた 5

階建て集合住宅は、 38万3100戸、 79万

4600戸、 60万9600戸で、それぞれのうち

80.2% (30万7400戸）、 77.7%(61万7100戸）、

53.0% (32万3000戸）にエレベーターがな

い（図 4)。階段室型の住棟にエレベーター

を設けるとすれば、階段室の数だけエレベー

ターが必要とされ、しかも、エレベーターを

降りて自宅に戻るには、階段の踊り場から半

階分の昇降が必要になる。エレベーター設置

は、階段室外側の外部空間を使用することか

ら、環境の余裕を減らす結果を招く。階段室

型住棟にエレベーターを付け加える事業は、

コストと便益の釣り合いがとれず、なかなか

実施できない。

近代都市計画は、空間の機能を分離・純化

するゾーニングの手法に立脚し、男女の空間

を区分けするジェンダー化を推し進めた

(Hayden, 1984 ; Wilson, 1992)。職場と住宅

地は切り離され、団地やニュータウンの機能

は住宅と生活関連施設に特化した。男性の稼

ぎ手は都心のオフィスに通い、団地・ニュー

タウンは母子のための空間として設計され

た。住宅地の構成は、多くの場合、近隣住区

理論にもとづき、小学校を中心とするコミュ

ニティを単位とした。それぞれのコミュニテ

ィは、幹線道路に囲まれ、内部を通過する道

路を排除し、公園、集会所、店舗などを備え

る（ペリー、 1975[1924])。

団地・ニュータウンは「母子コミュニテ

ィ」向け機能に純化した空間を形成し、そこ

に高齢単身者が増えるとき、その居場所がほ

とんどないという実態に気づかされる。とく

に男性は、定年退職によって、職場という居

場所を失い、住宅地のなかでは、新たな居場

所を見つけられない。女性は、「母子コミュ
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ニティ」に長く住むことで、近隣で友人関係

をつくつてきたのに対し、男性には、話し相

手さえいない。居場所が見つからない高齢者

は、自宅に引きこもる傾向をいっそう強め

る。

5 1迂忌交流を増やす工夫を
高齢・単身化が進む公共住宅団地をどのよ

うに改善すべきか。住民の孤立を防ぐ試み

は、さまざまな形ですでにはじまっている。

まず、若い世代を団地に呼び入れ、コミュニ

ティの年齢バランスを変える工夫が必要とさ

れる。ある団地では、住戸のリノベーション

によって、若年世帯の入居を促す事業が実施

された。別の団地では、空き部屋がシェアハ

ウスに転換され、学生に低家賃で供給され

た。これらの工夫でコミュニティの年齢構成

が大きく変わることはない。しかし、若者が

少しでも増えることは、高齢者が多い住宅地

に活気をもたらす。エレベーターのない住棟

の5階住戸は、高齢者には適さない。そこへ

のエレベーター設置が難しいことは、述べた

とおりである。しかし、 5階住戸を若年世帯

に低家賃で供給するプログラムがありえる。

若い人たちを呼び入れると同時に、増大す

る高齢層のなかで助け合いの関係をつくつて

いくことが、課題になる。高齢者の割合が増

えるにつれて、そのグループの中身は、「相

対的に若く、身体の調子がよい高齢者」から

「年齢がより高く、足腰の弱った高齢者」ま

で、多様になる。自治会が中心となって、 65

歳の「若い高齢者」が85歳の住人のゴミ出

し、電球の取り換え、買い物などを手伝う、

といった関係をつくりだした団地の事例があ

る。
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さらに、高齢者の居場所を増やすことが、

住民交流を促し、閉じこもりを防ぐ効果を生

む。大切なのは、世帯外の人たちとの接触を

増やす工夫である。単身者は、そもそも自分

以外に世帯員をもっていない。世帯単位のプ

ライバシーを重視する空間を構成し直し、よ

り幅広い人間交流を支える方策が求められ

る。

住人同士の接触を増やすには、空間用途の

純化ではなく、むしろ複合化を積極的に進め

る方向性が望ましい。あるニュータウンで

は、住棟の 1階に NPOが喫茶店を開設し、

コーピー・紅茶の値段を低く抑えることで、

多数の高齢者が集まる場をつくった。住民交

流のための施設として、集会所がある。しか

し、そこでの集会とは、日時と目的がはっき

り定まったフォーマルなものに限られる。た

またま出会った人たちが気楽におしゃべりを

楽しむための、多様な小空間を用意すること

が、住人のインフォーマルな交流を増大させ

る。たとえば、道沿いに良質のデザインのベ

ンチを置き、簡単な屋根を設ける。空き住戸

を住人が自由に出入りできるサロンに改築す

る。ピロティを暖かみのある空間に改造し、

そこにテーブルとベンチを設置する。こうし

た工夫が幅広く試されてよい。

6ある団地再生の事例から

和歌山県御坊市に立地し、 1959年から 69

年にかけて建設された島団地は、中層 9棟

(218戸）、簡易耐火2階建て 1棟 (8戸）、計

10棟 (226戸）を擁する市内最大の公営住宅

団地であった。この団地では、建物の老朽に

加え、単身世帯、高齢者のみの世帯などの

「非標準」世帯が増え、住民交流は少なく、

超高齢社会の公共住宅団地をどう改善するか I75 



コミュニティが衰退するという状況があっ

た。これに対し、行政、住民、専門家（現代

計画研究所・大阪事務所）および研究者（筆

者研究室）が協力し、団地を建て替え、再生

する事業に取り組んだ（平山・糟谷、 2011)。

この事業は、住民参加にもとづくワークショ

ップ方式を採用し、建て替えに合わせて、住

民の孤立を防ぎ、交流を促す点に目標を置い

た。

行政は、 1989年から団地再生に向けて動

きはじめ、その後、研究者・専門家が実態調

査を実施したうえで、再生事業の構想をまと

めた。建て替え事業は、 1995年にスタート

し、 2005年にかけて、 8期に分けて実施され

た。このプロジェクトは、「実験的な社会的

設計」として日本都市計画学会計画設計賞

(2001年度）を受賞した。事業に長い年数が

必要となったのは、財政上の制約のためであ

ったが、各年度の事業の経験を次年度に活か

す点では、積極的な意味をもっていた。

島団地の建て替えでは、単身者、高齢者な

どを孤立させず、住民の気軽な交流を増やす

ために、以下のような空間上のエ夫が重ねら

れた（図 5;写真 1、2)。これらは、専門

家の原案にもとづき、ワークショップでの話

し合いをふまえて実現した。さまざまな工夫

は、特定団地の固有の文脈から生まれたもの

ではあるが、超高齢社会の団地空間のあり方

について、より普遍的な示唆を提供した。

①島団地は箱形・高密・単調な建築をつく

り、周辺地域とは異質の空間となっていた。

この状況を克服するために、建て替え後の団

地のボリュームとデザインを周辺環境の文脈

に有機的に調和させる方針がとられた。

②住棟配置は、囲み型とした。平行配置に

比べ、中庭をもつ団地では、住民の自然な接
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触がより多く発生すると考えられた。

③コモンルーム、空中街路、空中庭園など

の水平・垂直方向へのネットワーク化によっ

て、「立体の街」を構成し、住民交流の機会

を増やす方向がめざされた。集会所でのフォ

ーマルな集まりとは別に、よりインフォーマ

ルで、気楽な集いを支えるために、複数の小

さなコモンルームがつくられた。集会所は、

地上階に設けられるのに対し、コモンルーム

は上層階に置かれた。旧来の団地での住民接

触の大半は、地上レベルで発生した。これに

対し、空中街路と空中庭園は、上層階で住人

同士が気軽に接する場を形成した。

④島団地では、高齢単身者が多い。その孤

立を避け、交流を支えるために、「だんらん

室」が設けられた。これは、高齢者が集まっ

て、おもにお茶とおしゃべりを楽しむ空間と

なった。お茶の準備などには、ヘルパーの助

力がある。お茶の会などでは、団地だけでは

なく、周辺地域からの高齢者の参加が増え

た。

⑤ワークショップ方式の住戸設計は、個別

世帯の意向を取り入れた。その結果、住戸を

閉ざすのではなく、むしろ外に向かって開く

設計が増えた。間取りの設計では、「DK型」

だけではなく、南面和室2部屋を連続させる

「続き間型」を選ぶ住民が多くみられた。こ

の「続き間型」平面は、来客を受け入れる空

間をつくる意味をもつ。また多くの世帯は、

玄関扉をドアではなく、引き戸とした。引き

戸の住戸では、たとえば、夏期に半開きにし

ておくなど、内外の区切りが緩やかで、高齢

単身者が住んでいる場合、その様子が外に伝

わりやすい。
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図5 島団地建て替え後の 1・3階平面

A
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7公共住宅の再評価を

高齢・単身化が進む公共住宅団地では、住

民の孤立を防ぐことが、重要な課題となっ

た。この文脈での公共住宅ストックの改善方

策について、小稿では、若干の考察を試み

た。最後に指摘されるのは、住宅政策におけ

る公共賃貸セクターの位置づけを見直す必要

である。公共住宅のための政策は周縁化した

ままで、その新規建設はほとんど停止し、ス

トックさえ減りはじめた。供給量が少ないた

めに、公共住宅団地の住人には、より低収入

の人たち、より貧困な高齢者、就労がより不

安定な単身者などが多くなる。住宅困窮の度

合いが高い人びとの入居を優先させる必要が

ある。しかし、低所得・高齢・単身者ばかり

が増える団地では、コミュニティ・バランス

が崩れ、住民交流がさらに停滞する可能性が

ある。

この意味で、公共住宅団地を適切に維持で

きるかどうかは、住宅政策の枠組みに関する

問いになる。公共賃貸住宅の建設を再開し、

ストックを増やすことができれば、このセク

ターの全体で、高齢単身者だけでなく、若い

世帯の入居が増え、さまざまな団地のコミュ

ニティ・バランスに変化を起こすことが可能
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写真 1 建て替え後の島団地

写真 2 空中街路の様子

になる。

先進諸国では、住宅政策の中心は、持ち家

促進に移ってきた。しかし、欧州諸国は、

1960年代頃まで、公的借家を大量に建てた

ことから、そのストックの多くを現在まで保

全し、人びとの住宅事情の改善に役立ててい

る。さらに、欧州の多くの国では、 2007-08

年に世界金融危機が発生して以来、持ち家取
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得が困難な世帯が増えたことから、公的借家

の供給をふたたび拡大しようとする動きがあ

る。東アジアの住宅政策には、持ち家重視の

傾向がある。しかし、住宅を購入できない若

年層の不満が拡大し、中国、緯国は、公共賃

貸住宅の大量建設をめざす計画を策定した

(e.g., Zhou and Ronald, 2017)。公共住宅を

「建てないことが決まっている」のは、日本

ぐらいである （平山、 2017)。

日本の人口と経済は、前世紀の末から“脱

成長”の段階に入った (Hirayamaand Izuhara 

2018)。人口はすでに減りはじめ、超高齢化

がさらに進む。未婚と離婚が増え、家族のあ

り方は変化した。バブル経済が1990年代初

頭に破綻して以来、経済の不安定さが増し、

世界金融危機は経済推移をいっそう不確実に

した。扉用の安全は損なわれ、収入減に直面

する世帯が増加した。

脱成長・超高齢社会では、居住のセキュリ

ティを得られない人たちが増える。高齢世帯



の多くは持ち家に住んでいる。しかし、高齢

単身のグループでは借家率が高い。高齢者に

とって、民営借家での居住は、家賃負担が重

く、立ち退き要求を受けるリスクがあるた

め、なかなか安定しない。未婚のままで高齢

化した人たちの民営借家率はとくに高い。さ

らに、高齢層の持ち家率の高さは、持続する

とは限らない。若い世代では、未婚率の上

昇、雇用・所得の不安定化などから、住まい

の「はしご」を登る世帯が減った (Hirayama

and Izuhara, 2018)。この傾向は、将来の高

齢層における持ち家率の低下がありえること

を示唆する。高い持ち家率が維持されるとし

ても、高齢者人口の急増によって、賃貸住宅

に住む高齢世帯の絶対数は、少なくとも 21

世紀半ばまでは、大幅に増加する。

脱成長・超高齢の日本社会では、公共賃貸

セクターの役割を再評価し、そのストックを

減らすのではなく、むしろ増大させる方向性

が求められる。この条件があってはじめて、

公共住宅団地のコミュニティ・バランスを変

化させ、高齢者、単身者などの孤立防止のた

めの多様な工夫が活きる。

公共住宅の充実には、財政支出が必要にな

る。しかし、それは、「投資」役割をはたし、

貧困「予防」の機能をもつ（平山、 2017)。

社会政策のなかで、たとえば所得保障の施策

は、所得フローを供給するのに対し、公共住

宅をつくる政策の成果は、物的ストックとし

て蓄積される。所得保障は、貧困に対する事

後対処をめざすのに比べ、住まいの安定は、

貧困予防のインフラストラクチャを形成す

る。欧州諸国では、過去に建てた公的借家の

大量のストックが現在・未来の低所得者を支
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え、その貧困化を防ぐ役目を担っている。こ

れは、投資の成果である。日本では、人口が

減るため、公共住宅の新規建設を不要とする

見方がある。しかし、より低収入の裔齢者、

不安定就労の単身者、貧困な母子世帯など

は、間違いなく増える。人口全体の推移だけ

ではなく、どのような人口がどのように推移

するのかをみる必要がある。高齢・単身化が

さらに進む将来のために、公共住宅ストック

を増やし、団地のあり方を改善する政策は、

社会的な投資として、高い合理性をもつ。
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